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Abstract

　　We are assuming that the great earthquakes （ ex. Nankai trough earthquake and large 
earthquakes hit in the southern Kanto area） will occur in near future in Japan. So, utilizing and 
visualization of earth science data is very important in the point of view of prediction, prevention, 
and mitigation of disasters.
　　The prediction of disaster, especially prediction of earthquake is very difficult （nearly impossible）. 
However, there are many articles reporting possible precursory phenomena such as seismic, geodetic, 
electromagnetic, ionospheric, and macroscopic anomalies in the case of 2011 Tohoku earthquake.
　　We are developing multi-monitoring system for these possible precursors and other earth science 
data （seismic quiescence, b-value, foreshock migration, and geodetic data）in order to understand the 
relationship among these precursory phenomena.
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緒　言

デジタルアースとは 1998年にアル・ゴア米国副
大統領が提唱したもので，地球上のあらゆるデー

タを仮想的に可視化して自然活動や人間活動をモ
ニタリング，測定，予測するためのフレームワー
クおよびプラットフォームである（Gore，1998, 
Goodchild et al., 2012）。ほぼすべての地球上で観
測されるデータは，緯度，経度，高さ（深さ）など
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の位置データと時間データを持っており，これら
は地理空間情報として扱うことができる。例えば
気象庁の地震カタログデータの地震発生の日時，
緯度，経度，深さ，マグニチュードなどをもとに
して，地理空間情報を表示・解析するシステムで
ある GIS（Geographic Information System）ソフ
トウェアによって，2Dのデジタル地図，もしくは
3Dのデジタル地球儀上に震央（震源）の空間分布，
地震発生の時間変化などを表示させることができ
る。GISによる様々な情報の可視化，関係性の把
握，情報の分析によって，対象とする地域につい
ての把握とより深い理解が進み，社会におけるコ
ミュニケーションの向上，最適な意思決定を図る
ことができる。
中部大学，静岡県立大学，東海大学が位置する
東海・中部地方は，過去にも百年単位で繰り返し
発生している南海トラフの地震およびその津波に
より，被害を大きく受けることが懸念されている。
地震発生領域が陸地に近いこともあり，場所に
よっては地震の揺れの最中に津波が到来してしま
うなど，避難する時間的な余裕がほとんどないた
め，最悪のケースとして 32万人以上の死者が想
定されている（南海トラフ巨大地震対策検討ワー
キンググループ，2013）。現在，東海・中部地方で
は避難タワーの整備や避難訓練などのハード面・
ソフト面での防災・減災に取り組んでおり，それ
により被害はある程度は軽減できるとはいえ限界
がある。一人でも多くの人命を守るには地震の予
測情報は非常に重要な情報といえる。
地震の短期予測は現段階で非常に難しいと考え
られているが，近年の様々な地球物理学的観測網
の発展により，空間的に稠密なデータが入手可能
となり，様々なデジタル技術の進歩に伴いデータ
処理・解析が高度化したことによって，地震予知
研究に大きな変化が生じつつある。2011年の東北
地方太平洋沖地震においても地震の前兆である可
能性が高い様々な現象がその観測網で捉えられて
いた（Nagao et al.，2014）。これらの現象を中部
大学のデジタルアースサーバーで常時モニタリン
グして可視化するサービスを開発し，日本周辺の
地下の様子を知り，地震発生の危険性を把握し，
その危険性を地域で共有することが本研究の目的
である。

Nagao et al. （2014）では，東北地方太平洋沖地

震の前兆として，1. 長期的な地震の静穏化，2. 潮
汐トリガの変化，3．b値の変化，4．地殻変動と地
震活発化，5．前震とスロースリップ，6．磁場の変
化，7．大気圏・電離圏の異常，8．本震直前の
GPS-TEC異常といった現象が挙げられている。
これらの現象のうち，本論文では地震活動（静穏
化，b値の変化，前震）と地殻変動の可視化の取
り組みと，近年発生した複数の地震についての適
用について議論する。すでに一部の内容は井筒・
長尾（2016）および長尾・井筒（2019）で紹介済み
であるが今回一連の研究として改めて議論する。

方法と結果

1995年に発生した兵庫県南部地震を契機に高感
度地震観測網（Hi-net）の整備が行われた。その
後，1997年には各大学，防災科学技術研究所，
JAMSTECなどの地震観測データを気象庁に集中
する一元化処理が行われるようになったことによ
り，日本全国の地震検知能力が大幅に向上した
（太田ほか，2002）。本研究では主として気象庁の
震源カタログ（暫定値）を使用しており，東京大
学地震研究所の FTPサイト（ ftp.eri-u-tokyo.
ac.jp）より一日一回ダウンロードしている。気象
庁の暫定値は地震発生後の 1日後に公開されるの
で，前震の解析などリアルタイム性，緊急性が必
要な解析については，即時性の高い防災科研の
Hi-net自動処理震源リスト（要ユーザー登録）の
データを取得して行っている。

GoogleEarth, cesium による可視化

解析結果を GIS上に可視化するために解析デー
タを kmlファイル形式に書き出し，GoogleEarth
上でデータの表示を行っている。解析データの
web公 開 方 法としては webブラウザ上で
GoogleEarthを動作させる GoogleEarth APIの使
用を当初計画していたが，GoogleEarth APIがセ
キュリティ上の問題から 2017年 1月より使用でき
なくなった。そこで，GoogleEarth APIの代替と
してオープンソースの 3D地図作成ライブラリで
ある cesiumを使用して解析データのweb上での
表示，可視化を行った。仕様の差は一部存在する
が，cesiumは kmlファイルの読み込みが可能で
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あり，移行作業は比較的スムーズに行うことがで
きた。現在，http://strain.isc.chubu.ac.jp/にて試
験公開中である。

Fig. 1は日本周辺の直近 1週間（2019年 8月 9
日から 8月 16日）の地震活動を cesium上で表示
させたものである。アイコンの大きさは地震のマ
グニチュード，アイコンの色は震源の深さ（赤が
浅く，青が深い）を示し，アイコンの透過度で地
震発生時からの経過時間を示している（古い地震
ほど薄く表示されている）。

地震活動静穏化

第 2種地震空白域など大地震の前には地震活動
が相対的に低下する現象は古くから指摘されてい
る。地震活動静穏化の指標として，RTL法（Sobo-
lev and Tyupkin，1997）および RTM法（Nagao 
et al., 2011）と呼ばれるアルゴリズムを使用してい
る。

RTL法，RTM法の Rは距離（Region），Tは

時間（Time），Lは断層長（Length），Mは地震
の規模（Magnitude）の頭文字で，それぞれのパ
ラメータは過去一定期間のバックグラウンドから
の差分で示される。それぞれのパラメータの積の
値（RTL法であれば R×T×L，RTM法はR×T×M）
が正であれば地震活動活発化，負であれば地震活
動静穏化を示している。それぞれのパラメータは
以下の式で計算される。

web 上での表示、可視化を行った。仕様の差は一部存在するが、cesium は kml ファイルの読み

込 み が 可 能 で あ り 、 移 行 作 業 は 比 較 的 ス ム ー ズ に 行 う こ と が で き た 。 現 在 、
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ここで、���, ���, ���, ���はそれぞれのバックグラウンド（線形回帰した際のトレンド）を示

す。� は解析する地震の数で��、���、 �� 、��、はそれぞれ�番目の地震の、解析対象地点までの

震源距離、地震発生時刻、震源断層長、マグニチュードを示す。また、��：特性距離（重みが1 e⁄ になる

距離）、����：計算を打ち切る距離 (�� � ����となる地震は解析に使用しない)、��：特性時間（重

みが1 e⁄ になる時間）、����：計算を打ち切る時間 (�� � ����となる地震は解析に使用しない)、
����：下限マグニチュード(�� � ����となる地震は解析に使用しない)などのパラメータは可変で

あり、様々な組み合わせで計算が可能である。RTL 法は L のパラメータに距離��があることによ

り解析対象地点周辺の局所的な地震活動の変化（特に活性化）について検出能力が高く、RTM 法

は RTL 法よりも地震活動静穏化の抽出能力が、多くのパラメータセットによる事例計算の結果、

高い事がわかっている（Nagao et al., 2011）。 
Fig. 2 は、1998 年 1 月 1 日から 2019 年 8 月 16 日までの地震データ（M2.0 以上、深さ 100 km

以浅）を使用し、RTM アルゴリズムを用いて示した日本近海全域の静穏化マップである。緯度経

度 0.1 度ごとに RTM を計算し cesium 上にマッピングしている。赤は地震活動活発化、青は地震

活動静穏化を示している。長尾・井筒(2019)で指摘した大阪北部の地震（2018 年 6 月 18 日）前

後の近畿地方の静穏化はいまだに終息していない。また、2018 年中頃から九州沖に大きな静穏化

領域があり、この領域では 2019 年 1 月 8 日に種子島近海で M6.0、2019 年 5 月 10 日には日向灘

に M6.3 の地震が発生しているが、九州沖全体を見れば静穏化はまだ継続中である。 
 
b  
 地震の発生頻度はマグニチュードの増大とともに指数関数的に減少し、その経験式はグーテン

ベルグ・リヒターの式と呼ばれており（Gutenberg and Richter, 1944）、その傾きが b 値である。

一般に b値は 1前後の値を取るが、地震の前には b値が小さくなることが数多く指摘されており、

2004 年スマトラ地震及び 2011 年東北地方太平洋沖地震で本震のすべり分布が大きいエリアで数

年前から b 値の低下が観測されている（Nanjo et al., 2012）。 

ここで，Rbk，Tbk，Lbk，Mbkはそれぞれのバッ

Fig. 1.　A spatial distribution map of earthquakes occurred within 7 days (2019/08/09 - 2019/08/16).
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クグラウンド（線形回帰した際のトレンド）を示
す。nは解析する地震の数で ri，ti，li，Mi，はそ
れぞれ i番目の地震の，解析対象地点までの震源
距離，地震発生時刻，震源断層長，マグニチュー
ドを示す。また，r0：特性距離（重みが 1 ⁄ eになる
距離），rmax：計算を打ち切る距離（ri>rmaxとなる
地震は解析に使用しない），t0：特性時間（重みが
1 ⁄ eになる時間），tmax：計算を打ち切る時間（ ti>tmax

となる地震は解析に使用しない），Mmin：下限マグ
ニチュード（Mi<Mminとなる地震は解析に使用し
ない）などのパラメータは可変であり，様々な組
み合わせで計算が可能である。RTL法は Lのパ
ラメータに距離 riがあることにより解析対象地点
周辺の局所的な地震活動の変化（特に活性化）に
ついて検出能力が高く，RTM法は RTL法よりも
地震活動静穏化の抽出能力が，多くのパラメータ
セットによる事例計算の結果，高い事がわかって
いる（Nagao et al.， 2011）。

Fig. 2は，1998年 1月 1日 か ら 2019年 8月 16
日までの地震データ（M2.0以上，深さ 100 km以

浅）を使用し，RTMアルゴリズムを用いて示した
日本近海全域の静穏化マップである。緯度経度
0.1度ごとに RTMを計算し cesium上にマッピン
グしている。赤は地震活動活発化，青は地震活動
静穏化を示している。長尾・井筒（2019）で指摘
した大阪北部の地震（2018年 6月 18日）前後の近
畿地方の静穏化はいまだに終息していない。ま
た，2018年中頃から九州沖に大きな静穏化領域が
あり，この領域では 2019年 1月 8日に種子島近
海で M6.0，2019年 5月 10日には日向灘に M6.3
の地震が発生しているが，九州沖全体を見れば静
穏化はまだ継続中である。

b 値の分布と変化

地震の発生頻度はマグニチュードの増大ととも
に指数関数的に減少し，その経験式はグーテンベ
ルグ・リヒターの式と呼ばれており（Gutenberg 
and Richter，1944），その傾きが b値である。一
般に b値は 1前後の値を取るが，地震の前には b

Fig. 2.　A spatial distribution map of seismic quiescence in RTM algorithm (on 2019/08/16).
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チュードは 0.1刻みで記録されており，M1.0は
M0.95からM1.05を意味しているので，上記の式
のMCにはM0.95，M1.95を代入して計算している。
まず，日本近海全域の b値のモニタリングとし
て，緯度経度 0.04度ごとの格子点を考えて，各格
子点周辺の地震を用いて b値の空間分布の計算を
行った。Fig. 3は日本周辺の b値の分布を示した
ものである。この図ではMC=2.0として，格子点周
辺 10 km以内にM2.0以上の地震が 50個以上ある
点のみ b値の計算を行っており，地震活動が活発
でない場所は b値が計算されていない。1よりも
低い b値の領域は赤系統の色で，1よりも高い b値
の領域は青系統の色で表示されている。今回は自
動化・単純化のために日本近海ではM2.0以上の
地震はすべて記録されていると仮定したが，実際
には沖合の領域などは気象庁等が設置している地
震計から離れているため，マグニチュードの小さ
い地震は記録されておらず，不完全な地震カタロ
グデータのまま b値を計算していることになる。
そのため沖合の領域は b値がかなり低く計算され

値が小さくなることが数多く指摘されており，
2004年スマトラ地震及び 2011年東北地方太平洋
沖地震で本震のすべり分布が大きいエリアで数年
前から b値の低下が観測されている（Nanjo et al., 
2012）。

b値の計算方法はすでに井筒・長尾（2016）で示
しているように，宇津（1965）で提唱された最尤
法を用いている。解析領域，解析期間において，
マグニチュードMC以上の地震は漏れなく観測さ
れている（MCをコンプリートネスマグニチュード
と呼ぶ）とするとき，マグニチュードMの平均値
をM ̅とすると，b値の最尤推定値は

 b 値の計算方法はすでに井筒・長尾（2016）で示しているように、宇津（1965）で提唱された

最尤法を用いている。解析領域、解析期間において、マグニチュード�C以上の地震は漏れなく観

測されている（�Cをコンプリートネスマグニチュードと呼ぶ）とするとき、マグニチュード�の

平均値を��とすると、b 値の最尤推定値は 

� = log �
�� ��C

 

となる。実際のコンプリートネスマグニチュードは、観測網の分布などによって一様ではないが

本研究では、内陸の地震に対しては M1.0、プレート境界など海域の地震に対しては M2.0 を�Cと
仮定している。なお、気象庁のカタログのマグニチュードは 0.1 刻みで記録されており、M1.0 は

M0.95 から M1.05 を意味しているので、上記の式の�Cには M0.95、M1.95 を代入して計算して

いる。 
まず、日本近海全域の b 値のモニタリングとして、緯度経度 0.04 度ごとの格子点を考えて、各

格子点周辺の地震を用いて b 値の空間分布の計算を行った。Fig. 3 は日本周辺の b 値の分布を示

したものである。この図では�C = 2.0として、格子点周辺 10 km 以内に M2.0 以上の地震が 50
個以上ある点のみ b 値の計算を行っており、地震活動が活発でない場所は b 値が計算されていな

い。1 よりも低い b 値の領域は赤系統の色で、1 よりも高い b 値の領域は青系統の色で表示され

ている。今回は自動化・単純化のために日本近海では M2.0 以上の地震はすべて記録されていると仮

定したが、実際には沖合の領域などは気象庁等が設置している地震計から離れているため、マグニチ

ュードの小さい地震は記録されておらず、不完全な地震カタログデータのまま b 値を計算しているこ

とになる。そのため沖合の領域は b 値がかなり低く計算されて赤く表示されている。今後は各領域で

の地震観測データの完全性（コンプリートネス）を考慮に入れた解析システムを開発する予定である。 
井筒・長尾（2016）では 2014 年長野県神城断層地震の事例をもとに、活断層ごとの b 値の時

系列変化が重要であることが明らかになったので、内陸の活断層およびプレート境界領域の周辺

（10 km 以内）の地震のみを用いた断層ごとの b 値の時間変化と空間的な分布の計算を行った。 
 内陸の活断層およびプレート境界のデータは防災科学技術研究所が提供する地震ハザードステ

ーション（J-SHIS）の断層パラメータを使用している。内陸の主要活断層およびその他の活断層

（推定活断層を含む）合計約 450 区間、およびプレート境界領域の 20 領域について調査した。 
内陸の活断層と一部のプレート境界領域（三陸沖北部・北海道西方沖・北海道南西沖・青森県西方

沖・山形県沖・新潟県北部沖）の推定断層面は矩形断層の集合で表現されている。J-SHIS のデータシ

ート上に矩形断層については断層基準点の緯度経度、断層上端深さ、矩形断層長さ、矩形断層幅、走

向角、傾斜角が定義されている。これらのデータから断層面の三次元的な位置座標を取得し、断層面

上に 1 km 間隔の格子点を想定し、各格子点から 10 km 以内の地震のみをそれぞれ抜き出し、断層面

上の格子点ごとの b 値を計算し地震断層面上の b 値の分布を求めている。 
また、一部のプレート境界領域（択捉沖・色丹島沖・根室沖・十勝沖・東北地方太平洋沖・相模ト

ラフ・南海トラフ）の推定断層面は矩形でなく、おおよそ 5 km 間隔の断層構成点の集合で地震断層面

を表現している。南海トラフなど地震発生のパターンが複数（東海・東南海・南海・日向灘・海溝軸

周辺などが連動するかどうか等）想定されている場合は、最も広域の想定震源領域のものを採用し、

上述の断層構成点から 10 km 以内の地震を抽出して断層構成点ごとに b 値を計算した。断層によって

は地震活動の分布が偏ることがあるので、各格子点および断層構成点で b 値を計算する際に使用した

地震の数と、マグニチュードから換算した地震のエネルギーの積算も併せて計算し可視化した。 
Fig. 4 は J-SHIS の断層パラメータをもとに地図上に断層面を投影した活断層マップであり、

断層を地上に投影した多角形および断層の基準点を示すピンの色はそれぞれの活断層周辺の地震

活動から計算した b 値を示している。断層をクリックすることで情報ウィンドウが開き各断層で

の解析結果が表示される。Fig. 5a は南海トラフ領域の拡大図であり、情報ウィンドウを開いた際

の表示例である。情報ウィンドウに示されるグラフの拡大図を Fig. 5b に示す。J-SHIS における

断層コード、断層名、断層全体の b 値に加え、地震 500 個ごとに計算した b 値の時間変化（左上）、

時間と地震積算数のグラフである N-T 図（左中央）、時間とマグニチュードのグラフである M-T
図（左下）、および断層面上での b 値分布（右上）、地震断層面上における地震発生数の分布（右

中央）、地震断層面上における発生した地震のエネルギーの分布（右下）などが表示される。プレ

ート境界型の地震断層に関しては、断層面上の b 値分布は Fig. 5a で示すように地図上に投影で

きるようになっており、具体的な地域の地震活動の状況をモニタリングできるようにしている。

Fig. 5aの南海トラフの b値分布に着目すると四国周辺に赤系統の色で示す低 b値領域がみられる。

となる。実際のコンプリートネスマグニチュード
は，観測網の分布などによって一様ではないが本
研究では，内陸の地震に対してはM1.0，プレート
境界など海域の地震に対してはM2.0をMCと仮定
している。なお，気象庁のカタログのマグニ

Fig. 3.　A spatial distribution map of b value.
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て赤く表示されている。今後は各領域での地震観
測データの完全性（コンプリートネス）を考慮に入
れた解析システムを開発する予定である。
井筒・長尾（2016）では 2014年長野県神城断層
地震の事例をもとに，活断層ごとの b値の時系列
変化が重要であることが明らかになったので，内
陸の活断層およびプレート境界領域の周辺
（10 km以内）の地震のみを用いた断層ごとの b値
の時間変化と空間的な分布の計算を行った。
内陸の活断層およびプレート境界のデータは防
災科学技術研究所が提供する地震ハザードステー
ション（J-SHIS）の断層パラメータを使用してい
る。内陸の主要活断層およびその他の活断層（推
定活断層を含む）合計約 450区間，およびプレー
ト境界領域の 20領域について調査した。
内陸の活断層と一部のプレート境界領域（三陸
沖北部・北海道西方沖・北海道南西沖・青森県西
方沖・山形県沖・新潟県北部沖）の推定断層面は
矩形断層の集合で表現されている。J-SHISのデー
タシート上に矩形断層については断層基準点の緯

度経度，断層上端深さ，矩形断層長さ，矩形断層
幅，走向角，傾斜角が定義されている。これらの
データから断層面の三次元的な位置座標を取得
し，断層面上に 1 km間隔の格子点を想定し，各
格子点から 10 km以内の地震のみをそれぞれ抜き
出し，断層面上の格子点ごとの b値を計算し地震
断層面上の b値の分布を求めている。
また，一部のプレート境界領域（択捉沖・色丹
島沖・根室沖・十勝沖・東北地方太平洋沖・相模
トラフ・南海トラフ）の推定断層面は矩形でなく，
おおよそ 5 km間隔の断層構成点の集合で地震断
層面を表現している。南海トラフなど地震発生の
パターンが複数（東海・東南海・南海・日向灘・
海溝軸周辺などが連動するかどうか等）想定され
ている場合は，最も広域の想定震源領域のものを
採用し，上述の断層構成点から 10 km以内の地震
を抽出して断層構成点ごとに b値を計算した。断
層によっては地震活動の分布が偏ることがあるの
で，各格子点および断層構成点で b値を計算する
際に使用した地震の数と，マグニチュードから換

Fig. 4.　A spatial distribution map of inland and plate boundary faults. The b value is represented by color of pins 

and polygons. The color scale of b value is same as Fig.3.
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a)

Fig. 5.　a) An overlaid distribution map of b value at the Nankai trough.

  b)  An infobox window shows the time variance and spatial distribution of earthquake activity near the 

fault.

b)
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a)

Fig. 6.　a)  A spatial distribution map of GNSS stations. Arrows show the direction and length of the horizontal 

displacement (a red arrow shows a large displacement) in one year. The sky-blue star shows the 

location of the fixed station (Fukae). 

  b)  The 3 displacement components (EW [top graph], NS [middle graph], and UD [bottom graph]) of 

Monbetsu GNSS station before and after the 2018 Hokkaido Eastern Iburi earthquake which occurred 

on 6 September 2018.

b)
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算した地震のエネルギーの積算も併せて計算し可
視化した。

Fig. 4は J-SHISの断層パラメータをもとに地図
上に断層面を投影した活断層マップであり，断層
を地上に投影した多角形および断層の基準点を示
すピンの色はそれぞれの活断層周辺の地震活動か
ら計算した b値を示している。断層をクリックす
ることで情報ウィンドウが開き各断層での解析結
果が表示される。Fig. 5aは南海トラフ領域の拡大
図であり，情報ウィンドウを開いた際の表示例で
ある。情報ウィンドウに示されるグラフの拡大図
を Fig. 5bに示す。J-SHISにおける断層コード，
断層名，断層全体の b値に加え，地震 500個ごと
に計算した b値の時間変化（左上），時間と地震積
算数のグラフである N-T図（左中央），時間とマ
グニチュードのグラフであるM-T図（左下），お
よび断層面上での b値分布（右上），地震断層面上
における地震発生数の分布（右中央），地震断層面
上における発生した地震のエネルギーの分布（右
下）などが表示される。プレート境界型の地震断

層に関しては，断層面上の b値分布は Fig. 5aで
示すように地図上に投影できるようになっており，
具体的な地域の地震活動の状況をモニタリングで
きるようにしている。Fig. 5aの南海トラフの b値
分布に着目すると四国周辺に赤系統の色で示す低
b値領域がみられる。これはフィリピン海プレー
トのすべり欠損値の大きい領域（Yokota et al., 
2016）と調和的であり，プレート境界領域の応力
の状態をモニタリングしている可能性を示してい
る（Nanjo and Yoshida, 2018）。

地殻変動

国土地理院は約 1300点の電子基準点からなる
GNSS連続観測システム（GEONET）を運営して
いる。電子基準点のデータは国土地理院の FTP
サイト（要ユーザー登録 ftp.terras.gsi.go.jp）から
R3解（速報解）および F3解（最終解）を入手して
いる。R3解は観測日から 2日後，F3解は 2週間
以上後に入手可能となり，解析手法が異なるため

Fig. 7.　A distribution map of baselines between two GNSS stations. The change of distance between two stations 

is shown by color. Blue line shows shortened baseline and red line shows extended baseline.
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R3解と F3解には系統的な座標のずれがあり，解
析期間のタイムウィンドウやリアルタイム性に応
じてそれぞれ使い分ける必要がある。また，人為
的な要因（アンテナ交換や周辺の木々の伐採など）
でデータにオフセットが生じることがあり，国土
交通省のサイト（http://mekira.gsi.go.jp/JAPA 
NESE/corrf3o.dat）でオフセット量が公開されて
おり，これをもとに補正している。
地殻変動の可視化の手法として，各観測点（電
子基準点）の座標変動，2観測点の距離の変化（基
線長変化），3観測点で作成される三角形の面積の
変化の 3種類の手法を採用した。

Fig. 6aは電子基準点の座標変動を示している。
各観測点の日々の座標値から東西方向の変位・南
北方向の変位・上下方向の変位を計算し１年前と
の座標と比較してどの方向へどのくらい変動した
かを矢印の向きと色（赤色に近いほど大きく変位
している）で表現している。地殻変動を見るため
に，長崎県五島列島の深江を固定点としている
（図中の水色の星印）。Fig. 6bでは 2018年 9月 6

日に発生した北海道胆振東部地震の震源に近い門
別の時間変動を示している。電子基準点の位置を
クリックすることで情報ウィンドウが開き，その
電子基準点の名前と緯度経度，一年間での変動量
と東西方向，南北方向，上下方向の変動の時間変
動のグラフが表示され，地震の発生に伴って大き
く変動していることが分かる。

Fig. 7は 2点間の距離の変化を，Fig. 8は 3観
測点による三角形の面積の変化を示している。基
線長変化，および三角形の面積の変化については
すべての観測点の組み合わせを表現するのは不可
能なので，観測点を離散的な点の分布と考えて，
それらを頂点とするドロネー三角形分割を行った。
三角形の辺の長さを基線長の長さとしてその時間
変動を，三角形の面積は単純のためにヘロンの公
式を用いて三辺の長さから求め，その時間変動を
示した。二点間の長さはヒュベニの式を用いて計
算しており，それぞれ一年前の基線長，面積と比
較して縮小した場合は青で，拡大した場合は赤で
示している。

Fig. 8.　A distribution map of triangles by three GNSS stations. A change of the area of the triangle is shown by 

color. Blue triangle shows shrunk area and red triangle shows extended area.
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Fig. 9.　A distribution map of parameter φ just before the 2014 Nagano earthquake. White-lined star shows the 

epicenter of the earthquake.

Fig. 10.　A distribution map of parameter φ around Japan.
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前震の時空間分布変化

一連の地震活動の中で，最も大きな地震を本震
と呼び，本震の震源域周辺で本震より前に発生
し，本震よりも小さい地震を前震と呼ぶ。Lippiel-
lo et al.（2012）はアメリカの西海岸のM6以上の
地震に対して，前震の時空間分布変動を調査した
ところ，M6以上の地震の発生時刻に近づくにつ
れ，前震の発生位置が本震の震央付近に集中して
くるということを示し，地震活動の集中度合いを
示すパラメータφを計算し，ETASモデルに適用
することで，地震発生の予測精度を有意に上昇さ
せることができることを示した。
地震集中度φの計算は以下の様に計算している。
緯度経度 0.04度ごとの格子点を考えて，各格子点
から半径 60 km以内で発生したM1.0以上の地震
を抽出し，その中で最新の地震を 1番目として 2n
番目の地震までをリスト化する（本研究では n=50

とした）。次に i番目の地震の位置と格子点までの
距離 diをそれぞれ計算し，その逆数 1/diを計算す
る。そして地震リスト 1番目から n番目の地震の
距離の逆数 1/diの平均 D-1（ t）と，n+1番目から
2n番目の地震の距離の逆数 1/diの平均 D-1（ td）の
比がパラメータφ（φ =D-1（ t）⁄ D-1（ td））である。
ここで tは 1番目の地震の発生時刻，tdは n+1番
目の地震の発生時刻である｡ φは距離の逆数の比
であるので，対象とする格子点に地震が近寄って
くるとφは大きく（φ >1）なり，逆に格子点から
離れていくように地震が発生するとφは小さく
（φ <1）なる。Fig. 9は 2014年 11月 22日に発生
した長野県神城断層地震（M6.7）の直前において
緯度経度 0.04度ごとにパラメータφを計算して分
布を示したものである。地震がその地点に集中し
てきていることを示すφ >1の領域は赤・緑系統
で，地震がその地点から遠ざかっていることを示
すφ <1の領域は青・紫系統の色で示している。
赤い星は本震の位置を示しており，本震発生直前
の時点で，震央周辺の領域から震央に近づくよう

Fig. 11.　a)  A distribution map of parameter φ just before the foreshock (2016/04/14) of the Kumamoto 

earthquakes.

  b)  A distribution map of parameter φ just before the main shock (2016/04/16) of the Kumamoto 

earthquakes.

   White-lined star shows the epicenter of the main shock and yellow-lined star shows the epicenter of 

the M6.5 foreshock.
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に地震が発生したことがわかる。
Fig. 10は日本近海全域の地震活動集中度φの分
布を cesium上で表現した図である。緯度経度
0.01度ごとの格子点でφを計算しているが，地震
活動が活発でない場所（周囲 60 km以内の直近 1
年間におけるM1.0以上の地震発生数が 2n未満
（100個未満）の場所）は計算を行っていない。

議論・結論

以上のように地震前兆の可能性がある様々な手
法の可視化を行っているが，実際の地震での異常
の有無を調査した。特に同じ地震カタログを使用
している地震静穏化，b値，前震の時空間分布変
化の 3つの解析手法を近年発生した内陸地震
（2014年長野県神城断層地震，2016年熊本地震，
2018年大阪北部の地震）で比較した。

2014年 11月 22日に発生した長野県神城断層地
震（M6.7）は 4日前の 11月 18日から 11月 19日
にかけてM2程度の大きさの前震活動が活発で
あった（地震調査委員会，2014）ことより，Fig. 9
に示すように地震活動集中度が地震前に震源領域
で集中的に大きくなっている。地震前の b値の変

動については地震の 20か月前から微小地震が増
えたことにより b値は高くなり，地震の直前で急
減している（井筒・長尾，2016）。RTM法では上
記の微小地震の増加より前の 30か月前ごろから
本震発生時まで地震活動の活発化が検出されてい
る。

2016年 4月に発生した熊本地震は 4月 14日に
M6.5の地震が発生し，その 28時間後の 16日に
M7.3の地震が発生したことにより，16日の地震が
本震，14日の地震が前震となった。熊本地震の直
前の段階で前震および本震の震源領域の b値が非
常に低くなっており，また 2年ほど前より九州西
方海域の広い領域で地震静穏化が発生しており，
薩摩半島西方沖地震（2015年 11月 14日，M7.1）
と熊本地震に対応していることが示されている
（Nanjo et al., 2016）。Fig. 11a は 2016年 4月 14
日の熊本地震の前震直前の地震活動集中度の震源
周辺の分布図である。白い星は本震の震央，黄色
い星は 4月 14日の前震の震央を示している。14
日の前震（M6.5）の前震は特別見られなかった。
Fig. 11bは 4月 16日の本震直前での地震活動集中
度の分布図である。14日の前震から 16日の本震
までの間に震源周辺で約 2000個の地震が観測さ

Fig. 12.　A distribution map of parameter φ just before the 2018 Osaka earthquake. White-lined star shows the 

epicenter of the earthquake.
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れていることから，震源周辺の広い範囲でφ ≈1の
領域が広がっている。震源付近ではφの値にわず
かな揺らぎがあるが，明確な地震活動の集中はみ
られない。

2018年 6月 18日に発生した大阪北部の地震に
ついては，地震の静穏化が発生しており（長尾・
井筒，2019），Fig. 2で示すように現在も継続中で
ある。しかしながら地震前の b値の低下は見られ
ず，地震集中度の変化も見られなかった（Fig. 
12）。大阪北部の地震では本震の 7時間前にM0.9
の非常に小さな地震が本震の震源付近で発生して
おり，これが前震であると考えられるが，今回の
解析ではMC=1.0と仮定してM1.0以上の地震のみ
を解析に用いているので反映されていない。上述
した b値と同様に，解析対象エリアや時間で，正
確なMCを考慮した解析が今後必要であると考え
られる。また，前田・弘瀬（2016）によると本震
前に前震が起きやすい場所，起きにくい場所があ
り，2014年の長野県神城断層地震が発生した長野
県北中部は前震が起きやすい領域であることが指
摘されている。
以上のように，地震の発生に伴い地震静穏化，

b値，前震などの前兆がすべて出現するとは限ら
ないので，様々な解析手法を同時に行い，常にそ
れぞれをモニタリングすることが大切である。本
研究で開発したデジタルアースによるモニタリン
グシステムが非常に効果的である。
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